Ｉ　調査概要
１　調査内容
（１）調査目的
この調査は、大阪府内における民営事業所の労働条件等の実態を把握することにより、
本府労働施策等の基礎資料とするほか、労働環境の改善に向けた取り組みにおいて活用するとともに、事業所の労務管理改善等の基礎資料、労働関係諸機関の事業実施及び学術機関での利用等にあたっての参考資料として提供するため、統計法（平成19年法律第53号）に基づく届出統計調査として実施した。
（２）調査時期
令和５年６月30日を基準日として、雇用形態、働き方改革関連法に関すること等を調
査した。
（３）調査対象
大阪府内に所在する民営事業所で、次に該当するものから無作為抽出した6,000事業所を
調査対象とした。
1 規模　労働者数が10人～299人の事業所
2 産業　日本標準産業分類のうち、以下の15産業
	Ｄ
	建設業
	Ｌ
	学術研究、専門・技術サービス業

	Ｅ
	製造業
	Ｍ
	宿泊業、飲食サービス業

	F
	電気・ガス・熱供給・水道業
	Ｎ
	生活関連サービス業、娯楽業

	Ｇ
	情報通信業
	Ｏ
	教育、学習支援業

	Ｈ
	運輸業、郵便業
	Ｐ
	医療、福祉

	Ｉ
	卸売業、小売業
	Ｑ
	複合サービス事業

	Ｊ
	金融業、保険業
	Ｒ
	サービス業（他に分類されないもの）

	Ｋ
	不動産業、物品賃貸業
	
	


（４）調査項目及びその選定理由
【調査項目】
１　企業規模
２　労働組合の有無
３　事業所で働く労働者の雇用形態の状況
４　時間外労働
５　同一労働同一賃金
６　ハラスメント対策
７　女性活躍推進法
８　産後パパ育休（出産時育児休業）
９　DX（デジタルトランスフォーメーション）に向けた取り組み
10　優先的に取り組んでいる分野及び取り組みたい分野
11　給与等の引き上げ
12　人材確保及び定着

13　外国人労働者の雇用
14　働きやすい職場づくり
15　大阪府の事業の活用状況
【選定理由】

大阪府労働相談センター（大阪府商工労働部雇用推進室労働環境課内に設置）では、中小零細企業等で働く労働者から寄せられる労働相談が多くを占めている現状から、こうした企業等における労働環境の実態を把握するとともに、その改善を支援する施策が必要と考え、その手法について検討を重ねてきた。
大企業においては、人事・労務を専門に取り扱う部署が存在する場合が多く、働き方改革関連法の施行に対応するため労働環境整備が円滑に進められていることが窺えるが、中小零細企業等においては対応の必要性は認識されているものの、対応にかかる資金面、マンパワーの状況から十分な対応がなされていないケースが散見され、こうした要因解消の一助とするため、働き方改革関連法に関する内容を中心に実態把握に努めることとした。
（５）調査方法
ＷＥＢアンケートを用いた通信調査で、記入は自計申告方式である。
（６）抽出方法
総務省統計局より提供を受けた事業所母集団情報から、産業、規模区分に基づき、労働者数が10人～299人の民営事業所を無作為に抽出した。
（７）集計方法
回答データを基に表計算ソフトを用いて集計を行った。
（８）集計事業所数、集計労働者数
集計事業所数及び労働者数は、次表のとおりである。
[image: image1.emf]合計 正社員 非正社員

2,023         144,494    85,589 58,905

集計事業所数

（件）

集計労働者数（人）


（９）調査結果利用上の注意
（ア）本文中の各表の構成比率は、小数点第２位もしくは第３位を四捨五入して算出しているため、合計は必ずしも100.0%にならない。その他の数値についても、すべて四捨五入した数値を掲載している。
（イ）「-」は該当する数値がないものである。
（ウ）本文中各表の「労組あり」または「労組なし」の数値は、「労組あり」または「労組なし」と回答があった事業所（正社員、非正社員のいずれで構成されているかを問わない）を集計したものである。
（エ）設問によっては集計事業所数が少ないものもあるため、調査結果利用の際は、70～108ページの詳細資料（全設問及び回答）に掲載している件数表示の調査結果も併せて参照されたい。
２　用語説明
（１）企業規模
本社、支店、工場、出張所等企業全体の従業者数の合計によって区分している。
（２）雇用形態別労働者
	正社員
	雇用している労働者のうち、特に雇用期間を定めていない者。
（常時勤務、毎月給与の役員を含む。他企業への出向者は除く。）

	非正社員
	パートタイム労働者
	正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定内労働日数が少ない者。

	
	派遣労働者
	「労働者派遣法（「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」）に基づく派遣元事業所から派遣された者。

	
	その他
	上記以外の労働者（嘱託社員、契約社員、臨時・日雇労働者等）



